
１．特　別　職

職 員 数 報 酬 給 料 期 末 手 当 地 域 手 当 その他の手当 計 共 済 費 合 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

長 等 3 23,690 11,278 2,471 260 37,699 7,021 44,720

議 員 15 98,550 39,603 138,153 36,062 174,215

そ の 他 の 特 別 職 1,471 710,466 8,479 718,945 141,722 860,667

計 1,489 809,016 23,690 50,881 2,471 8,739 894,797 184,805 1,079,602

長 等 3 23,962 11,392 2,471 19,203 57,028 6,912 63,940

議 員 15 98,550 40,899 139,449 37,326 176,775

そ の 他 の 特 別 職 1,095 661,598 7,479 669,077 138,874 807,951

計 1,113 760,148 23,962 52,291 2,471 26,682 865,554 183,112 1,048,666

長 等 △272 △114 △18,943 △19,329 109 △19,220

議 員 △1,296 △1,296 △1,264 △2,560

そ の 他 の 特 別 職 376 48,868 1,000 49,868 2,848 52,716

計 376 48,868 △272 △1,410 △17,943 29,243 1,693 30,936

給 与 費 明 細 書

給 与 費

区 分

本 年 度

前 年 度

比 較



２．一　般　職

　（１）総　　　括

区 分 職 員 数 報 酬 給 料 職 員 手 当 計 共 済 費 合 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 489 1,823,270 1,432,468 3,255,738 680,709 3,936,447

前 年 度 477 1,805,628 1,372,573 3,178,201 658,434 3,836,635

比 較 12 17,642 59,895 77,537 22,275 99,812

（　）内は、短時間勤務職員で外書き

区 分 扶養手当 地域手当 期末勤勉手当 管理職手当 通勤手当 住居手当 時間外勤務手当 特殊勤務手当 夜間勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

職員手当の内訳 本 年 度 57,906 203,074 837,888 85,099 25,794 30,326 130,414 10,073 2,957

前 年 度 57,625 200,105 818,404 81,891 26,446 31,377 99,796 10,225 2,957

比 較 281 2,969 19,484 3,208 △652 △1,051 30,618 △152 0

管理職員特別勤務手当 義務教育等教員特別手当 教員特殊業務手当 退職手当 計

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

3,000 284 30 45,623 1,432,468

0 305 30 43,412 1,372,573

3,000 △21 0 2,211 59,895

給 与 費

備 考

(12) 

(△18) 

(30) 



（２）給料及び職員手当の増減額の明細
区 分 増減額（千円） （千円）

給 料 17,642 １．給与改定に伴う増分 4,005 （1）給料表改正等に係る所要額 給与改定の状況
4,005千円 給料表の引上率　　0.2％

給与改定実施時期　平成30年4月1日

２．昇給等に伴う増分 31,360 （1）昇給発令に係る所要額
31,360千円

３．その他の増減分 △17,723 （1）採用に係る増分
45,000千円

（2）退職に係る減分
△51,000千円

（3）人事異動等に係る減分
△11,723千円

職 員 手 当 59,895 １．制度改正に伴う増分 10,144 （1）期末勤勉手当の増分 期末勤勉手当の支給率
10,144千円 支給期　6月　　12月　　計

支給率　2.225　2.225　4.45
支給期　6月　　12月　　計
支給率　2.125　2.275　4.4

※いずれも当初予算案時点
２．その他の増減分 49,751 （1）扶養手当の増分

281千円
（2）地域手当の増分

2,969千円
（3）期末勤勉手当の増分

9,340千円
（4）管理職手当の増分

3,208千円
（5）通勤手当の減分

△652千円
（6）住居手当の減分

△1,051千円
（7）義務教育等
　　　　教員特別手当の減分

△21千円
（8）退職手当の増分

2,211千円
（9）その他の増分

33,466千円

増 減 事 由 別 内 訳

本年度

前年度

説 明 備 考



（３）給料及び職員手当の状況
ア．職員1人当たり給料等

330,587 347,017 300,846
408,630 429,347 428,691

42.9 51.4 36.2
324,404 345,264 295,517
397,486 402,022 370,546

41.8 50.3 35.2

イ．初任給

（円） （円） （円） 技能労務職 公 安 職
高 校 卒 － 171,200
大 学 卒 － 209,700

ウ．級別職員数

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）
1 級 75 30.6 1 級 2 4.3 1 級 36 46.2
2 級 38 15.5 2 級 29 61.7 2 級 14 17.9
3 級 36 14.7 3 級 16 34.0 3 級 7 9.0
4 級 34 13.9 4 級 4 級 12 15.4
5 級 33 13.5 5 級 5 級 5 6.4
6 級 12 4.9 6 級 6 級 2 2.6
7 級 17 6.9 7 級 7 級 2 2.6

計 245 100.0 計 47 100.0 計 78 100
1 級 74 30.7 1 級 2 4.1 1 級 38 50.0
2 級 39 16.2 2 級 32 65.3 2 級 11 14.5
3 級 36 14.9 3 級 15 30.6 3 級 6 7.9
4 級 32 13.3 4 級 4 級 12 15.8
5 級 32 13.3 5 級 5 級 5 6.6
6 級 12 5.0 6 級 6 級 2 2.6
7 級 16 6.6 7 級 7 級 2 2.6

計 241 100.0 計 49 100.0 計 76 100

区 分
一 般 行 政 職 技 能 労 務 職 消 防 職

170,100

国 の 制 度 （ 円 ）

30 年 1 月 1 日 現 在

201,600

一 般 行 政 職
148,600164,200

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

30 年 1 月 1 日 現 在
平均年齢　（歳）

区 分 一 般 行 政 職

31 年 1 月 1 日 現 在

平均給与月額（円）

技 能 労 務 職

（　）内は、短時間勤務職員で外書き

消 防 職

技 能 労 務 職一 般 行 政 職

194,000
164,200
194,000

区 分

平均給料月額（円）
31 年 1 月 1 日 現 在

平均年齢　（歳）

消 防 職

(総合)194,000　(一般)180,700

(8) (89) 

(100) (9) 

(2) (13) (93) 

(100) 

(100) (6) 

(14) (2) (100) 

(4) 

(100) 

(100) 

(4) 

(6) 

(100) 

(100) 

(1) 

(1) (7) 

(11) 

(3) 

(3) 

(100) 

(100) 



　　　　　（級別の標準的な職務内容）
区 分

エ．期末手当・勤勉手当
支給率計

6月（月分） 12月（月分） （月分）
(1.175) (1.175) (2.35)
2.225 2.225 4.45

(1.075) (1.275) (2.35)
2.125 2.325 4.45

(1.175) (1.175) (2.35)
2.225 2.225 4.45

（　）内は、短時間勤務職員

オ．定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度 その他の加算

（月分） （月分） （月分） （月分） 措 置 等

カ．地域手当

（％） 10
（人） 481

（　）内は、短時間勤務職員で外書き

（年齢に応じて2%
～20%加算）

制度なし

（支給率等）

24.586875 47.70933.27075

備考

左記による基本
額に調整額を加
算

制度なし

２ 級

左記による基本
額に調整額を加
算

（勤続25年以上で50歳～59歳の者）

国 の 制 度

定年前早期退職
特例措置

（年齢に応じて2%
～45%加算）

期末手当2.60月分(1.45月分)

支 給 対 象 地 域 全 地 域

47.709

47.709

24.586875 33.27075 47.709 47.709

支給期別支給率

５ 級

課長級主任

６ 級

47.709

４ 級

課長代理級

勤勉手当1.85月分(0.9月分)

勤勉手当1.85月分(0.9月分)

24.586875

一般行政職

区 分

支 給 対 象 職 員 数

（％）
国 の 指 定 基 準 に

本年度

33.27075

区 分

高 齢 職 員 の 勧 奨 退 職

国 の 制 度

勤勉手当1.85月分(0.9月分)

備考

３ 級

係長

定年前早期退職
特例措置

47.709

（60歳）

定 年 退 職

国の制度

47.709

左記による基本
額に調整額を加
算

左記による基本
額に調整額を加
算

次長級 理事・部長級

期末手当2.60月分(1.45月分)

事務職員、技術職員

１ 級

７ 級

期末手当2.60月分(1.45月分)

（支給率等）

24.586875

10
基 づ く 支 給 率

前年度

支 給 率

33.27075

（19） 



キ．特殊勤務手当

汚物の収集処理作業手当、消防活動等従事手当、
市税等徴収従事手当

ク．その他の手当

配偶者（一般職給料表6級（国７級）以下職員） 月額 6,500 月額 6,500
配偶者（一般職給料表7級（国８級）職員） 月額 3,500 月額 3,500
子 1人月額 10,000 1人月額 10,000
満16歳の年度初めから満22歳の年度末までの子 1人月額 5,000を加算 1人月額 5,000を加算
父母等（一般職給料表6級（国７級）以下職員） 1人月額 6,500 1人月額 6,500
父母等（一般職給料表7級（国８級）職員） 1人月額 3,500 1人月額 3,500

借家（最高支給限度額） 月額 27,000以内 月額 27,000以内
上記以外 月額 － 月額 -

交通機関利用者

交通用具等使用者
　　　　　　片道　　  　2km～ 5km未満 月額 2,000 月額 2,000
　　　　　　　〃　　　 　5km～10km　〃 月額 4,200 月額 4,200
　　　　　　　〃　　　　10km～15km　〃 月額 7,100 月額 7,100
　　　　　　　〃　　　　15km～20km　〃 月額 10,000 月額 10,000
　　　　　　　〃　　　　20km～25km　〃 月額 12,900 月額 12,900
　　　　　　　〃　　　　25km～30km　〃 月額 15,800 月額 15,800
　　　　　　　〃　　　　30km～35km　〃 月額 18,700 月額 18,700
　　　　　　　〃　　　　35km～40km　〃 月額 21,600 月額 21,600
　　　　　　　〃　　　　40km～45km　〃 月額 24,400 月額 24,400
　　　　　　　〃　　　　45km～50km　〃 月額 26,200 月額 26,200
　　　　　　　〃　　　　50km～55km　〃 月額 28,000 月額 28,000
　　　　　　　〃　　　　55km～60km　〃 月額 29,800 月額 29,800
　　　　　　　〃　　　　60km以上 月額 31,600 月額 31,600

33.1

前 年 度

６か月定期券の価格による一括支
給(１月あたり55,000上限）

扶 養 手 当

住 居 手 当

給料総額に対する比率（％） 0.4 0.5
区 分 本 年 度

国 の 制 度 （ 円 ）

通 勤 手 当

６か月定期券の価格による一括支
給(１月あたり55,000上限）

区 分 内 容 本 市 （ 円 ）

支給対象職員の比率（％） 28.5

代表的な特殊勤務手当の名称


